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道路等があった。ところが戦後，わが国経済の著しい成長に対 によって新しい生産力を発生させる等の経済効果は，ばく大な

処する近代的輸送機関として自動車の場加が顕皆で，昭和 38 ・ ものがある。

10 には先進国水準にいま一歩と いう 656 万 2， 900 台となったが 5 高速自動車国道の通行料金

この結果，輸送権造に大きな変革をもたらし自動車の交通市場 道路は本来無料公開を原則としているが，道路整備財源不足

占有率は，昭和 38 年度輸送量で貨物 82 % (トン数)，旅客 44% から道路整備特別措置法の適用をうけて有料道路として建設さ
(人員)に達した。 れている。

自動車輸送需要の急増傾向は，必然的に道路体系の改正を要 料金の額は，利用しやすく自動車輸送を発達させるもので，
求しまた国土|期発によって地域絡廷を是正する新産業都市・ かっ一定の期限内で建設費 ・ 営業費等を償還できることを基準
工業整備特別地成写の計雨的分散から発生する輸送需要を吸収 として決定されるが，名神高速道路では，通行する距離に比例
するため，昭和 32 年に国土開発縦賞臼動車道建設法，昭和 35 する制度を採用して lkm 当り料金率を小型乗用・貨物車 7.5
年東海道幹線自動車国道法，昭和 38 年関越自動車道建 目立法. 円，普通貨物車 11.5 円， 3 軸トレーラー 17 円， 4 軸トレーラー・
昭和 39 年東海北陸自動車道建設法が公布されて， ~也期的な (1 貸切パス 22 円等となっており，たとえば，名古屋・大阪聞では

動車専用の近代的高速自動車道網を全国的に張りめぐらす計耐 小型乗用車 1 ， 3∞円，普通貨物車 2，∞0 門の通行料金となる。
が法定されているが，これを実際に建設， 管理する高速 1) 動車 (草嶋和)

同道法が昭和 32 年に制定された。 こうそくてつどうもうけいかく 高速鉄道網計画 策

2 高速自動車凶道の現況と将来 京 ・ 大阪 ・名古屋などの大都市内およびその周辺における旅客
IIH和 39 年度現在供用開始しているのは名神高速道路ー宮 ・ 輸送，特に都心を中心とする通勤通学輸送の円滑化をはかるた

西宮間約 181km (総延長 190km，建設費 1 ， 164 億円) で， 1 R め， 国鉄 ・私鉄・地下鉄を含めた大量高速交通機関の総合的な
約 3 万 0， 560 台(車樋別構成乗用車 50 %，小型貨物車 30% ，普 輸送力盤備の地強をはかるための計画をL づ。
通貨物車 17 % ， パス 2 %) が通行しているが， IIl1和 42 年度には中 1 高速鉄道網の必要性

央自動車道東京・寓士吉岡線(総延長 90km，建設費 825 R!: 門) 一般的に人口 100 万人以上の都市では，多量性，高速性，正確
と 昭和 43 年度には東名高速道路(総延長 346km，建設費 3， 425 性，経済性等を検討すると，各種交通機関の中で高速鉄道が最
億円)が供用開始できるように昭和 37 年から鋭意建設中である。 も有利である企いわれる。ロンド:/，パリ，ニューヨーク等の外
また，昭和 39 ・ 6 国土関発縦貫自動車道建設法改正および昭 国の諸都市は大体 1930 年ごろまでに地下高速鉄道網が完成し

和40・ 1 閣議決定による 4. 1兆円取 道路 T整備 5 箇年計画で.東 たが，東京・大阪・名古屋など，わが国の大都市では通勤閤の

北・中国・九州・北陸およ び中央(富士吉田 ・ 小牧線)の 5 自動 鉱大，紛送量の増加に対応した高速鉄道網の発達が遅れた。そ
車道を対象の建設費の一部 700 億円の資金手当が決定したので， のため巌近の朝夕の通勤通学輸送の混雑がはなはだしく ，総合
昭和 40 年には運輸 ・建設両大陸が法律的手続を完了して，建 的な輸送力のf整備増強が緊急に必要とされている。
設に着手する予定である。 凶ーl 東京付近国鉄輸送改善計画図

現在，法律で定められている高速 (1 動車道の総延長は約4 ， 800

km であるが， 一応具体化しているのは名神 190km ， 東名 346

km，中央道東京 ・小牧線 350km ， -*北 670km，中国 500km ，

九州 380km，北陸 550km の約 3 ， OOOkm であるので，伐 りの

路線については今後の公共投資傾いかんによって建設nj初日iが決
定される。

3 高速自動車国道の構造

関 2 大阪付近悶鉄験送改善計画図
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高速白動車国道は原則 として 4 車線の n 動車専用道路で イ
ン タ ・チェ Y ジからのみ出入できる立体交差，往復分離の 1ft!

A主を もつもので， 平地部 120km/ h ， 丘陵訓， 100km/ h ，山地滞

80km/ h の高速運転に耐えるように投A されているが，名 l'I'IJí

速道路は現在の運転校術から*道路交通法により最高速度を乗

用車 lookm/ h ， その他 80km/ h とし，かつ!Jí速道路の 1生協上

最低速度を全車極にわたり 50km/ h と規定されてい る。

r~_，'j速仁i 車b'巨国道に付属 r る施1没としては，路線パスが停留す

る パス・ストッ プ， 給油 ・ 1] 動車整備工場 ・食堂等をもっサ

ピス ・エリ ヤおよび一時駐線のためのパーキング ・ エリヤが過

当な間隔で設置されてレる。
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4 高速自動車国道の経済効果

開放経済体制lへの移行や健全な経済成長に対処するため資本

コス トの低減，流通i主!主の向!二，干し hll管理!の改善等が必要であ

る。 したが って，高速道路を主1! li"Q:するニとによって・般道路上 2 ， ; 1 凶i の策定

の自動車より輸送コストが低減されることが第 I 条糾ーと なるが:.ll!愉大臣の諮問機関である都市交通審議会は， 昭和 30 ・ 9 ・ 23
走行経費中燃料貸・油脂費は尚速迫j転によって割高となる IZI而， 付諮問第 l 号 L大都市及びその周辺における交通特に通勤通学
良好な路 liu ， J l li可阿転率の向上によ っ て経質減となるので総合 11守におげる旅客愉送力のf在日日明強に関する基本計画1 を受けて
的なコスト l訂正減される。またイ γ ター・チェンジが設ぼされ 審議 し， (1) 東京およびその周辺に関して昭和 31 ・ 8 (答申第 l
るこ とによって工業立地や商業・ 住宅地|正が可能となり， こ れ 号) , (2) 大阪市およびその周辺に関して昭和33 ・ 3 (答申第3号)。
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